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総 括 

 

 令和６年度一般会計は、歳入歳出予算の総額を当初47億1,755万7,000円と定めま

したが、前年度剰余金の財政調整基金への積立や前年度国庫支出金の確定に伴う返

還金の補正等を行ったため、令和６年度の予算現額としては歳入歳出ともに50億

3,926万1,000円となりました。 

 

歳入については、決算額は前年度比18.8％増の52億3,598万7,423円となりました。 

歳入の主なものは、構成市町村からの負担金29億9,744万9,000円（歳入全体の割

合57.3％）、国庫支出金10億5,287万1,000円（同20.1％）、繰入金８億6,271万円（同

16.5％）などとなっています。 

 歳出については、決算額は前年度比19.9％増の48億9,921万8,855円となりました。 

 歳出の主なものは、電算システム関係費が17億167万5,478円（歳出全体の割合

34.7％）、医療費適正化事業費が７億4,328万9,527円（同15.2％）、給付関係事業費

が６億5,529万784円（同13.4％）、資格管理事業費が６億3,590万5,017円（同13.0％）、

広域連合事業費負担金が４億2,978万3,598円（同8.8％）などとなっています。 

その結果、歳入歳出差引残額は、３億3,676万8,568円となりました。 

※構成割合については小数点第二位を四捨五入しています。 

 

令和６年度一般会計歳入歳出決算額の構成割合 
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<<歳出の科目別執行内容の主なもの>> 

 

１款 議会費 <90万 8,734円> 

神奈川県後期高齢者医療広域連合議会定例会を２回（令和６年８月、令和７

年３月）開催しました。 

 

２款  総務費  １項 総務管理費 <48億9,808万2,350円> 

○広域連合運営管理費 <１億4,748万8,457円> 

運営協議会（２回）、幹事会（３回）を開催するとともに、広域連合事務局

の運営管理のための経費を支出しました。 

 

○広域連合事業費負担金 <４億2,978万3,598円> 

県内各市からの派遣職員の人件費相当分を、負担金として派遣元各市へ支払

いました。 

 

○会計管理費 <１億4,874万690円> 

 公金の出納事務、審査事務を行ったほか、令和６年度から有料化となった口

座振込の際の手数料を支出しました。 

 

○保険料関係事業費 <3,591万6,310円> 

 保険料の賦課を行い、保険料額決定通知書を送付したほか、市町村が新規年

齢到達者に口座振替用紙を発送する際の経費を支出しました。 

 

○資格管理事業費 <６億3,590万5,017円> 

被保険者の資格管理のため、被保険者証（令和６年12月以降は資格確認書）

の発行等を行いました。 

  

○給付関係事業費 <６億5,529万784円> 

高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の給付事務のための経費を支出

しました。 
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○医療費適正化事業費 <７億4,328万9,527円> 

レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付

費等の適正化を図るため、資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給

付調整のための経費を支出しました。 

 

○電算システム関係費 <17億167万5,478円> 

電算処理システム（標準システム）の運用に係る経費を支出しました。 

 

○広報広聴活動関係費 <8,020万7,018円> 

コールセンター業務を委託するとともに、広報紙の発行、制度周知のための

ガイドブック・小冊子の作成を行いました。 

 

○財政調整基金費 <３億1,978万5,471円> 

令和５年度の剰余金及び運用利子を財政調整基金に積み立てました。 

 

２款 総務費  ２項 選挙費 <２万9,324円> 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合選挙管理委員会を開催しました。 

 

２款 総務費  ３項 監査委員費 <19万8,447円> 

   広域連合の財務に関する事務執行等を監査する財務監査、令和５年度決算等

の審査及び月１回の例月出納検査のための経費を支出しました。 
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 1 議会費

 1 議会費

 2 総務費

 1 総務管理費

（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

1,319,000 908,734 0 410,266

 1 議会費  議会運営費 1,319,000 908,734 0 410,266

1,319,000 908,734 0 410,266

5,027,942,000 4,898,310,121 0 129,631,879

 1 一般管理費  広域連合運営管理費 165,134,000 147,488,457 0 17,645,543

5,027,533,000 4,898,082,350 0 129,450,650

8



【広域連合議会の運営に関する経費】

  場所：かながわ労働プラザ

 (2) 令和７年第１回定例会（令和７年３月27日）予算４件、条例４件、計画１件、陳情２件

  場所：かながわ労働プラザ

 (1) 議員報酬

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 食糧費

 (4) 郵送料

 (5) 会場使用料

 (1) 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（日額16,000円×延13名(３回開催)分）

 (2) 会計年度任用職員報酬

 (3) 会計年度任用職員手当等

 (4) 共済費

 (5) 普通旅費、費用弁償

 (6) 消耗品費、光熱水費等

 (7) 電話料、回線使用料、郵送料

 (8) 庁内システム関係委託料

 (9) 事務所借上料

 (10) 保険者協議会負担金、各種研修参加費等負担金

 (11) 償還金、利子及び割引料

○広域連合議会を２回開催しました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

 　  議長（１名、日額15,000円）、副議長（１名、日額13,000円）、議員（18名、日額10,000円）

４　主な支出項目

386,000円

107,978円

8,744円

52,512円

１　広域連合議会の開催及び議決案件

 (1) 令和６年第２回定例会（令和６年８月23日）決算２件、承認１件、同意１件、陳情１件

２　議員の定数及び任期

 (1) 広域連合議会議員の定数は20人

 (2) 広域連合議会議員の任期は１年

３　議員の報酬

○広域連合事務局での事務運営をするために、事務室を借り上げ、庁内システムの運用や各市町村との
　会議等を行いました。

338,700円

【広域連合の運営に関する経費】

11,328,428円

1,634,343円

38,332,619円

45,704,448円

644,517円

１　主な支出項目

208,000円

11,287,838円

2,277,231円

1,012,017円

4,310,538円

1,690,601円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 広域連合事業費負担金 429,784,000 429,783,598 0 402

 会計関係費 157,645,000 148,740,690 0 8,904,310
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

２　各種会議の開催状況

【広域連合職員の人件費に関する経費】

　※神奈川県からの派遣職員（事務局次長兼総務課長）については派遣元が人件費を負担

◎職員構成 ◎組織別職員構成

人 　

人

人

【会計事務に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 指定金融機関データ転送サービス使用料

 (3) 金融機関振込手数料

○広域連合事務局で従事する職員53人のうち、52人の人件費負担金を派遣元各市に支出しました。

 (1) 運営協議会の開催　

　県内33市町村の首長で構成される運営協議会を令和６年７月と令和７年２月に開催しました。

 (2) 幹事会の開催　

　県内33市町村の後期高齢者医療制度所管課長で構成される幹事会を３回（令和６年７月、11月、令和７
年１月）開催しました。

 (3) 情報公開・個人情報保護審査会の開催　

　情報公開・個人情報保護審査会を３回（令和６年６月、12月、２月）開催し、個人情報を取り扱う事務
の委託などについて、審査しました。

係員

一　般　職 47 事務局長 1人 ＿ ＿ ＿

管　理　職 6 　
事務局長・
事務局次長 課長 係長

計 53 総務課 1人 ＿ 2人 7人

企画課 ＿ 2人 2人 9人

資格保険料課 ＿ 1人 2人 9人

給付課 ＿ 1人 2人 14人

○公金の出納事務、審査事務を行うための経費を支出しました。

１　主な支出項目

52,216円

528,000円

148,160,474円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 保険料関係事業費 37,269,000 35,916,310 0 1,352,690

 資格管理事業費 644,979,000 635,905,017 0 9,073,983

 給付関係事業費 687,471,000 655,290,784 0 32,180,216
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【保険料の賦課に関する経費】

 (1) 年齢到達者口座振替用紙郵送料

 (2) 年齢到達者口座振替用紙送付事業委託料

 (3) 市町村補助金

　　　　 26市

【被保険者の資格管理、被保険者証等の交付に関する経費】

 (1) 臓器提供意思表示欄保護シール・ジェネリックシール作成費（1,724,000部）

 (2) 被保険者証等の送付に係る郵送料

 (3) 資格確認書関係広報物等の送付に係る郵送料

 (4) 被保険者証等作成封入封緘業務委託料

 (5) 資格確認書関係広報物等作成及び封入封緘業務委託料

 (6) 市町村補助金

　　　　 21市

【給付に関する経費】

 (1) 後期高齢者医療給付支給申請書、発送用封筒作成費等

 (2) 後期高齢者医療給付の支給決定通知等の送付に係る郵送料

 (3) 電算処理システムバッチ帳票作成委託料

 (4) 給付関連入力処理業務委託料

 (5) 給付申請書入力等業務委託料

 (6) 高額療養費支給申請勧奨等業務委託料

 (7) RPAシナリオ作成等支援・運用保守等業務委託料

70,572,601円

31,542,664円

○保険料の賦課等に関する事務に要する経費を支出しました。

14,591,088円

１　主な支出項目

9,911,168円

4,183,581円

14,591,088円

      ① 国からの特別調整交付金を財源とする保険料改定に伴う周知広報事業補助金

      ① 国からの特別調整交付金を財源とする個人番号カード取得促進事業等補助金額

9,014,206円

○後期高齢者医療被保険者の資格管理業務に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

12,551,880円

463,055,155円

47,121,017円

9,014,206円

○高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の支給に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

99,880円

220,158,282円

45,651,133円

88,251,545円

52,250,880円

247,150,943円

1,498,200円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 医療費適正化事業費 757,726,000 743,289,527 0 14,436,473

 電算システム関係費 1,741,636,000 1,701,675,478 0 39,960,522

 広報広聴活動関係費 85,832,000 80,207,018 0 5,624,982
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【医療費適正化に関する経費】

 (1) 医療費通知等の送付に係る郵送料

 (2) 保険者レセプト管理システム運用業務委託料

 (3) レセプト及び療養費支給申請書の点検等業務委託料

 (4) 療養費申請書複数月審査・点検業務委託料

 (5) 診療報酬明細書点検業務委託料

 (6) 医療費通知及び後発医薬品利用差額通知作成等業務委託

（後発医薬品利用差額通知発送数　発送数　42,087通　(年１回)）

（医療費通知発送数　１回目1,285,345通　２回目1,118,792通　(年２回)）

 (7) 不当利得求償業務委託料

 (8) 第三者行為損害賠償請求事務委託料

 (9) 医療費適正化事務に関する労働者派遣業務委託料

 (10) 医療費通知問い合わせ対応及び再発行業務委託料

【電算処理システムに関する経費】

 (1) 標準システム運用及び関連業務委託料

 (2) 標準システムクラウド化関連業務委託料

 (3) 基盤システム保守業務委託料

 (4) 標準システムサーバ機等賃貸借

 (5) 標準システムソフトウェア賃貸借

 (6) 基盤システムネットワーク機器等賃貸借

 (7) 次期標準システムソフトウェア使用料

 (8) AWS利用料

 (9) 中間サーバー接続等負担金

【制度の広報広聴に関する経費】

 (1) 広報紙作成費（1,413,000部）

 (2) 後期高齢者医療制度ガイドブック作成費（70,500部）

 (3) 小冊子作成費（248,200部）

 (4) 郵送料等

 (5) コールセンター業務委託料 （年間問い合わせ件数60,570件）

○レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付費等の適正化を図るため、
　資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給付調整のための経費を支出しました。

１　主な支出項目

244,693,453円

191,910,001円

154,002,343円

15,584,615円

○電算処理システム（標準システム）の運用に要する経費を支出しました。

5,324,000円

41,583,632円

27,170,000円

48,209,228円

3,300,642円

5,170,000円

41,091,600円

45,395,172円

265,291,172円

１　主な支出項目

454,103,254円

492,665,800円

62,000,400円

72,111,600円

28,253,280円

○後期高齢者医療制度について広く周知するため、各種冊子（ガイドブック、小冊子、広報紙）を発行し
  ました。また、効率的な電話対応を行うためコールセンター業務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

6,849,700円

2,335,850円

2,487,974円

37,990円

66,281,600円

76,765,550円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 2 選挙費

 3 監査委員費

 3 予備費

 2 財政調整基金費  財政調整基金費 320,057,000 319,785,471 0 271,529

54,000 29,324 0 24,676

 1 選挙管理委員会費  選挙管理運営費 54,000 29,324 0 24,676

355,000 198,447 0 156,553

 1 監査委員費  監査委員費 355,000 198,447 0 156,553

 1 予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費  予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

合 計 5,039,261,000 4,899,218,855 0 140,042,145
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【財政調整基金への積立金】

 (1) 令和５年度剰余金

 (2) 運用収入

＜参考＞取崩額 （令和６年度一般会計「繰入金」として歳入）

【選挙管理委員会の運営に関する経費】

１　主な支出項目

 (1) 選挙管理員会委員報酬（委員長：日額7,000円　委員：日額6,000円）

 (2) 普通旅費、費用弁償

【監査の実施に関する経費】

 (1) 決算審査及び基金運用審査（令和５年度分）

  期日：令和６年７月25日

  期日：令和７年１月27日

  期日：毎月25日前後（12回開催）

 (2) 普通旅費、費用弁償

【予算外又は予算超過の支出に充てるための経費】

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

318,719,819円

1,065,652円

862,710,000円

〇選挙管理員会を１回開催しました（令和７年２月17日）。

25,000円

3,638円

 (2) 財務監査（令和５年度下期分、令和６年度上期分）

 (3) 例月出納検査

２　主な支出項目

 (1) 委員報酬（代表監査委員：１名、日額7,000円　監査委員：１名、日額6,000円） 176,000円

20,609円

○毎月１回の監査委員定例会（決算審査、財務監査を含む。）を開催しました。

１　監査の実施状況
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＜  後期高齢者医療特別会計  ＞ 
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総 括 

 

令和６年度後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出予算の総額を当初１兆 1,308 億

9,107 万 1,000 円と定めましたが、前年度剰余金の療養給付費等支払準備基金への積

立や前年度国庫支出金等の確定に伴う返還金の補正等を行ったため、令和６年度の予

算現額としては歳入歳出ともに1兆1,347億6,005万5,000円となりました。 

 

歳入については、保険給付費のうち療養給付費等の増加に伴い、市町村支出金、国

庫支出金、県支出金及び支払基金交付金の合計が前年度比 5.2％増加したことなどか

ら、決算額は前年度比5.1％増の１兆1,484億7,903万5,284円となりました。 

歳入の主なものは、支払基金交付金 4,653 億 6,064 万 8,939 円（歳入全体の割合

40.5％）、国庫支出金3,265億3,418万8,524円（同28.4％）、市町村支出金2,441億

5,487万 6,331円（同21.3％）、県支出金911億3,342万 5,000円（同7.9％）など

となっています。 

歳出については、保険給付費のうち療養給付費等が前年度比 4.8％増加したことな

どから、決算額は前年度比4.8％増の１兆1,324億6,877万8,948円となりました。 

歳出の主なものは、保険給付費が１兆1,122億3,455万6,239円（歳出全体の98.2％）、

諸支出金が115億 6,316 万 8,602 円（同1.0％）、保健事業費が44億 8,278 万 3,740

円（同0.4％）、基金積立金が25億1,096万5,838円（同0.2％）などとなっています。 

その結果、歳入歳出差引残額は160億1,025万6,336円となりました。 

※構成割合については小数点第二位を四捨五入しています。 

令和６年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算額の構成割合 
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≪歳出の科目別執行内容の主なもの≫ 

１款 保険給付費 <１兆1,122億3,455万6,239円> 

被保険者が受診した医療機関等に支払う医療費等として、療養給付費１兆 125

億2,908万3,381円、療養費等152億1,478万8,299円、高額療養費766億4,936

万3,718円、高額介護合算療養費14億5,342万9,204円、審査支払手数料29億

3,574万1,637円、葬祭費34億5,215万円を支出しました。 

 

２款 特別高額医療費共同事業拠出金 <８億1,677万2,957円> 

１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療費

の一部を負担する事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会へ拠

出金８億1,677万2,957円を支出しました。 

 

３款 支払基金拠出金 <８億6,053万1,572円> 

後期高齢者医療制度が出産育児一時金に要する費用の一部を支援するための

拠出金として、８億6,053万1,572円を社会保険診療報酬支払基金へ支出しまし

た。 

 

４款 保健事業費 <44億8,278万3,740円> 

市町村が実施した健康診査事業に対し、補助金を交付したほか、歯科健康診査

事業の実施、一体的実施事業等により、44億8,278万3,740円を支出しました。 

 

７款 諸支出金 <115億6,316万8,602円> 

   保険料還付金、国庫支出金の償還金等として、115 億 6,316 万 8,602 円を支出

しました。 
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 1 保険給付費

 1 保険給付費

 2 特別高額医療費共同事業拠出金

1

1

0 1,452,000

816,772,957 0

0

0

1,029,845,000

816,772,957

1,029,845,000

 4 傷病手当金

特別高額医療費共同

 傷病手当金 1,452,000

事業拠出金  事業拠出金

 特別高額医療費共同

特別高額医療費共同事業拠出金

（単位：円）

0 213,072,043

31,092,363

816,772,957

500,000

213,072,043

213,072,043

0

不　用　額

1,112,325,514,000 0

0

0 90,957,761

0

0

翌　年　度

1,012,529,083,381 0 55,484,619

1,112,234,556,239

繰　越　額

24,796

0

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

1,112,325,514,000 1,112,234,556,239

款 ・ 項 ・ 目

 1 療養給付費等  療養給付費等 1,105,904,578,000 1,105,846,664,602

1,029,845,000

3,452,650,000 3,452,150,000

1,453,429,2041,453,454,000

内
　
　
訳

 2 審査支払手数料

 3 葬祭費  葬祭費

2,966,834,000 2,935,741,637

 療養給付費

 高額介護合算療養費

1,012,584,568,000

76,649,363,718 高額療養費

0

 療養費等 15,215,234,000 15,214,788,299

76,651,322,000

 審査支払手数料

90,957,761

57,913,398

445,701

1,958,282
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【療養給付費等】 ※括弧内は令和５年度実績

 (1) 療養給付費

 (2) 療養費等

 (3) 高額療養費

 (4) 高額介護合算療養費

【審査支払手数料】

 (1) 審査支払手数料

【葬祭費】

 (1) 葬祭費

【傷病手当金】

 (1) 傷病手当金

【特別高額医療費共同事業拠出金】

（71,091,942,084 円）

1,453,429,204 円 （1,277,334,283 円）

15,214,788,299 円

（41,149,391 件） 2,935,741,637 円

（517,694円）

（3,368,700,000 円）

　1カ月（同じ月内）の医療費の自己負担が高額になったとき、自己負担限度額を超えた分を、後から
被保険者に対して支払います。また、自己負担が同一月・同一医療機関において自己負担限度額を超え
たときは、現物給付されます。（現金・現物給付）

86,364 件

（67,374 件）

○被保険者の死亡に際して、その葬祭を行った方に、申請により葬祭費として５万円の支給を行いました。

42,764,847 件

○療養給付費等の審査支払事務に要する手数料を支出しました。

○１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療費の一部を負担する
  事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会へ拠出金を支出しました。

○新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対して、傷病手当金を支給しました。

3,452,150,000 円

（21件）

69,043 件

0 件

（2,537,022,990 円）

0 円

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

　同一世帯の被保険者において、医療保険の負担と介護保険の負担の両方が発生している場合で、年間
の医療と介護の自己負担額を合算して基準額を超えた場合に、その超えた分を還付金として支払いま
す。（現金給付）

(1,277,973 人)

（969,322,285,987 円）

920,438 件 （13,961,937,161 円）（894,133 件）

（80,816 件）

　被保険者が柔道整復師、はり・きゅう・マッサージ師の施術を受け、受領委任に同意した場合は、施
術所等に対して自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）
　また、被保険者が急病など緊急その他やむを得ない事情で保険証を持参できなかったときなどは、医
療費の全額を保険医療機関等で支払った後、市町村窓口に申請することで、広域連合が認めた場合に、
被保険者に対して、自己負担分を除いた額を支払います。（現金給付）

4,592,736 件

○被保険者の疾病、負傷に係る給付を行いました。

　保険医療機関等に対して、療養の給付（診察、薬剤・治療材料の支給、治療、看護等）、入院時食事
療養費、入院時生活療養費、訪問看護療養費などの自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給
付）

令和６年度平均被保険者数　

1,012,529,083,381 円

76,649,363,718 円（4,435,427 件）

1,325,258 人
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 3 支払基金拠出金

1

1

2

 4 保健事業費

 1 健康保持増進事業費

流行初期医療確保 流行初期医療確保 1,000

428

0

出産育児支援金 出産育児支援金 860,532,000 860,531,572

予 算 現 額
繰　越　額

拠出金等

事　業　名

 2 一体的実施事業費 446,170,599

860,533,000 860,531,572 0 1,428

款 ・ 項 ・ 目

科　　　　　目

0860,533,000 860,531,572 1,428

支払基金拠出金

拠出金等

一体的実施事業委託料

（単位：円）

486,754,722

0

0

9,590,111

4,482,783,740

0

2,547,889

0

938,069,401

1,795,553,260

不　用　額

0

1,795,553,260

0

0

1,000

6,278,337,000

96,629,000

翌　年　度
支 出 済 額

通信運搬費

6,278,337,000 4,482,783,740

歯科健康診査事業 1 健康診査事業費

55,324,695

健康診査事業補助金

委託料

歯科健康診査事業

1,384,240,000

3,603,590,2784,090,345,000

12,138,000

0

 3 その他事業費 その他事業費 694,985,000 368,108,057 0 326,876,943

41,304,305
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【出産育児支援金】

【流行初期医療確保拠出金等】

【健康診査事業費】

 （歯科健康診査事業）

○前年度で満75歳に達した被保険者の方を対象に、歯科健康診査事業を実施しました。

 (1) 歯科健康診査事業通信運搬費 円

歯科健康診査受診案内状等の郵送料

 (2) 歯科健康診査事業委託料 円

歯科健康診査案内状等作成業務及び歯科健康診査業務の委託費

　＜参考＞受診実績 健診対象者数 受診者数

 （健康診査事業）

○市町村が行った健康診査事業に対して、健康診査事業補助金を交付しました。

 (1) 健康診査事業補助金 円

　＜参考＞受診実績 健診対象者数

受診者数 （集団健診） （個別健診）

受診率

【一体的実施事業費】

○市町村に高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業を委託しました。

 (1) 実施市町村数 円

【その他事業費】

 (1) 啓発物品作成配布業務委託 円

 (2) 医療費等分析業務委託 円

 (3) 訪問等保健指導等業務委託 円

 (4) 保健事業補助金 円

① 国からの特別調整交付金を財源とする長寿・健康増進事業に対する補助金　

16市町 円

② 国からの特別調整交付金を財源とする低栄養防止・重症化予防の取組に対する補助金　

３市 円

③ 神奈川県後期高齢者医療広域連合　後期高齢者保健事業補助金（市町村支援推進事業）

23市町 円

 (5) 健康診査事業補助金（追加項目に要した費用）

19市町村 円

6.10 ％受診率7,307 人

55,324,695

9,590,111

2,138,400

234,644,000

2,219,580

119,874 人

1,246,372 人

98,921,468

446,170,599

○後期高齢者医療制度が出産育児一時金に要する費用の一部を支援するための拠出金を
　社会保険診療報酬支払基金へ支出しました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

5,093 人

3,603,590,278

345,435 人

28.12 ％

○後期高齢者医療制度の円滑な運営のために必要な経費を支出しました。

350,528 人

69,472,000

13,375,000

151,797,000

33市町村

8,569,440

○流行初期医療の初動対応等を行う医療機関が、流行前と同水準の医療を確保するために、
　各保険者等が支出する拠出金です。
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 5 基金積立金

 1 基金積立金

1

2

 6 公債費

 1 利子

 7 諸支出金

 1 償還金及び還付加算金

1

 8 予備費

 1 予備費

4,870,015

2,511,018,000 2,510,965,838

2,506,095,823

4,000,000

（単位：円）

51,177

不　用　額

52,162

11,650,808,000 11,563,168,602

2,291,276,052

2,511,018,000 0

合 計 1,134,760,055,000 1,132,468,778,948 0

  償還金及び還付加算金 

0

0 0

0

繰　越　額

翌　年　度

償還金及び還付加算金

11,650,808,000 11,563,168,602

11,650,808,000

4,000,000

0

0

4,000,000

52,162

4,000,000

0

0

0 985保健事業等支援 4,871,000

準備基金積立金  準備基金積立金

款 ・ 項 ・ 目

療養給付費等支払

基金積立金

 療養給付費等支払

保健事業等支援

0

0

0

 1 利子

事　業　名

4,000,000

2,506,147,000

基金積立金

科　　　　　目
支 出 済 額予 算 現 額

2,510,965,838

100,000,000 0

0

0100,000,000

 利子

11,563,168,602

0 100,000,000

100,000,000

 1 予備費 予備費 100,000,000 0 0 100,000,000

87,639,398

4,000,000

87,639,398

87,639,398
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 (1) 積立額

 　　＜参考＞ 取崩額 （令和６年度特別会計「繰入金」として歳入）

【保健事業等支援基金積立金】

○前年度剰余金及び基金運用による利子を積み立てました。

 (1) 積立額

 　　＜参考＞ 取崩額 （令和６年度特別会計「繰入金」として歳入）

【一時借入を実施した場合の利子】

【償還金及び還付加算金】

 (1) 保険料還付金 円

 (2) 還付加算金 円

 (3) 後期高齢者医療給付費等国庫負担金返還金 円

 (4) 後期高齢者医療高額医療費国庫負担金返還金 円

 (5) 後期高齢者医療財政調整交付金返還金 円

 (6) 保険給付費過誤納付返還金 円

【予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため計上】

362,005

6,228,488,000 円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を積み立てました。

214,865,652

133,800

○保険料還付金、国庫支出金の償還金等を支出しました。

87,643,000 円

4,870,015 円

【療養給付費等支払準備基金積立金】

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

153,144,399

2,506,095,823 円

10,876,033,526

318,629,220
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＜  参 考 資 料  ＞ 
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(単位：人)

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

県人口（年度平均） 9,225,723 9,235,122 9,230,440 9,227,959 9,222,342

県被保険者数（年度平均） 1,158,697 1,176,121 1,224,571 1,277,973 1,325,258

県人口に占める割合 12.56% 12.74% 13.27% 13.85% 14.37%

全国人口（年度平均） 126,161,186 125,513,124 124,924,721 124,340,916 －

全国被保険者数（年度平均） 18,065,263 18,156,340 18,741,933 19,445,813 －

全国人口に占める割合 14.32% 14.47% 15.00% 15.64% －

神奈川県及び全国の後期高齢者医療被保険者数及び人口等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典等)  

県人口（年度平均）：『神奈川県人口統計調査』をもとに算出 

全国被保険者数（年度平均）：『後期高齢者医療毎月事業状況報告』 

全国人口（年度平均）：『人口推計』をもとに算出 
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(単位：円)

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

神奈川県 839,398 874,502 890,795 907,895 915,408

全国 917,124 940,512 951,767 - -

神奈川県及び全国の後期高齢者医療制度の一人当たり医療費の推移 

 

 

 

 

 

(出典等) 

『後期高齢者医療事業状況報告』 

一人当たり医療費は、歳出額から歳入額（第三者求償、医療機関からの返還金等）を控除した医療費を被保険者

数で除したもの。 

※令和５・６年度の全国の一人当たり医療費データは未発表。 

※令和５・６年度の神奈川県の一人当たり医療費データは神奈川県後期高齢者医療広域連合が独自で集計した 

ものであり、今後、厚生労働省が発表する金額と異なる場合がある。 
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